
令和５年度安来市障がい者就労施設等からの物品等の調達方針

１．趣旨

　国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４年法律第５

０号。）第９条第１項の規定に基づき、障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るた

め、以下のとおり方針を定める。

２．適用の範囲

　この方針は、安来市の全組織における物品等の調達に適用する。

３．対象となる障がい者就労施設等

　この方針の対象となる障がい者就労施設等は、以下のうち、物品等の調達が可能な施設等と

する。

（１）障がい福祉サービス事業所（就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、生活介護を

行うものに限る）

（２）地域活動支援センター

（３）障がい者を多数雇用している企業（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法

律第１２３号）による特例子会社、重度障害者多数雇用事業所）

（４）在宅就業障がい者、在宅就業支援団体

４．調達する物品等及びその目標

　本市が障がい者就労施設等から調達する物品等及びその目標は、以下のとおりとする。

　以下に記載がないものであっても、市が調達可能な物品等であれば、対象とする。

区　　分 目標金額 調達物品等

役　務 円 情報処理、点訳作業、清掃業務等

物　品 円 食料品、食材、消耗品、印刷物、記念品等

合　計 円

(目標設定の考え方)

①

前年度（目標額） 円

　〃　（実績額） 円

（目標達成率） （ ） （ ）

円　役務： 1,286,875 円　物品： 271,900

1,150,000

300,000

1,450,000

1,480,000

1,558,775

衛生関連製品が下火となる一方、食料品・飲料などの賄材料費が順調に件数・金額を伸ばした。

物価高騰が影響しての買い控えにより物品件数・金額の落ち込みが目立つ一方、封筒・ポスター

作成の特需を受け、役務は金額・件数共に目標値を上回る結果となった。

1,050,000 円　物品： 430,000円　役務：

105.3% 122.6% 63.2%



② 調達実績の推移（直近３か年）

③ 実績を参照し、役務調達の目標金額を昨年度より200千円増額する

５．調達推進のための具体的方策

（１）調達の推進体制の整備

障がい者就労施設等から提供可能な物品及び役務についての情報を各部局へ情報提供し、

可能な限り障がい者就労施設等への発注に努める。また、市の開催する各種行事等において、

販売、飲食コーナーの設置を行う場合、施設等へ積極的に情報提供を行う。

（２）随意契約方式の活用

障がい者就労施設等から調達を推進するため、地方自治法施行令（昭和２２年５月３日政

令１６号）第１６７条の２第１項第３号の規定に基づく随意契約を積極的に活用する。

（３）障がい者就労施設等への配慮

各部局等は、調達情報の提案につとめ可能な限り調達内容の使用を明確化することや障が

い者就労施設等の特性に配慮した納期を設定するなど、障がい者就労施設等が不当に排除さ

れることのないように努める。

※ その他、職員個人でも障がい者就労施設等の物品販売促進のための積極的な購入を心がける

ものとする。

６．調達方針及び調達実績の公表

（１）安来市における障がい者就労施設等からの物品等の調達方針を策定したときは、市のホ

ームページ等により、速やかに公表する。

（２）調達実績については、会計年度終了後に、ホームページ等により速やかに公表する。

７．調達方針に関する担当窓口

　この調達方針に関する担当窓口は、健康福祉部福祉課とする。
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852,423

1,128,860

1,286,875 114.0% 271,900 90.4%

132.4% 300,800 60.4%

前年度実績を考慮し、役務調達の目標額は特需分実績を差引しつつ、100千円増額しての1,050

千円とした。物品調達では、目標額を更に下方修正し300千円とした。物価の高騰により事業所

の台所事業も厳しい中だが、優先調達の趣旨のもと地域福祉への間接的な支援を引続き実施しつ

つ、目標額全体の調整を再度図る。
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